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令和８年度 学校経営計画表 
 

１ 学校の現況 

学校番号 中学４ 学校名 鉾田第一高等学校附属中学校 課程  学校長名 飯山 美都子 

教頭名 池野 雪巌   事務（室）長名 佐藤 健一 

教職員数 教諭 １０ 
養護 

教諭 
１ 

常勤 

講師 
２ 

非常勤 

講師 
０ 

実習教諭、実習講師、

実習助手 
０ 

事務職

員 
５ 

技術職

員等 
４ 計 ２３ 

生徒数 

１年 ２年 ３年 合計 合  計 

クラス数 男 女 男 女 男 女 男 女 

１５ ２５ ２０ ２０ ２０ ２０ ５５ ６５ ３ 

 

２ 目指す学校像 

 ○思いやりの心や感動する心、挑戦する心をもち、協働して物事に取り組める生徒 ○確かな学力と広い視野をもち、主体的に課題解決できる生徒 

 ○高い志をもって仲間たちと切磋琢磨し、充実した学校生活を送れる生徒 ○地域を活性化し、地域社会に貢献できる生徒 

 

３ 現状分析と課題（数量的な分析を含む。） 

項目 現状分析 課題 

進路支援 〇 併設型中高一貫教育の特色を生かし、高等学校との連携を密

にすることにより、個性や能力の一層の伸長を図る。 

〇 生徒それぞれが大学進学を軸とした進路目標を意識できるよ

う、６年間を活用した段階的な進路学習を施していくことが肝

要である。 

・高校へ進学した内進生の状況を分析し、高校と連携

して基礎学力の定着、上位層への指導等の枠組みを

改善する必要がある。 

・総合的な学習の時間をとおして「探究学習」を深め、

自分の進路やキャリアについて主体的に考える力

を育成する必要がある。 

学習指導 〇 習得した知識を活かした主体的・対話的で深い学びの実現と ・基礎的な学習内容の理解と定着を第一の目的とし、
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確かな学力を育成するため、次のような取り組みを行う。 

 ・教育課程の特例を活かした先取り学習と授業時数増を実施。 

 〈先取り学習〉高校の数学・英語の内容の一部を先行実施する。 

 〈授業時数増〉標準授業時数 29 時間（週あたり）のところを 

  １週 34 時間分の授業を実施する。 

 ・国語・数学・英語において、ティームティーチングや少人数

制による学習を展開。生徒の学びの実態に応じて、基礎学力

の定着と思考力・判断力・表現力等の育成を図る。 

生徒の到達度を把握しながら、先取り学習の計画・

実施をする必要がある。特に授業進度が速まること

により、学力差が顕著なクラスにおける授業の工夫

が求められる。 

・教科の特性や生徒の学習実態に応じて、少人数制学

習やティームティーチング等の学習形態を工夫し、

また個別の支援等柔軟に対応する必要がある。 

特別活動 〇 異年齢交流の取り組み  

・文化祭や生徒総会、体育祭などの学校行事、総合的な学習の

時間等において実施。  

〇 運動部、文化部の中から選択し、生徒が部活動を行っていく。 

〇 キャリアパスポートの目的を達成するために、Classi のポー

トフォリオ機能の効果的活用を進めている。 

・学校行事への主体的な参加や学級活動・委員会への

自主的な取り組みにより、グローバル社会に適応で

きるコミュニケーション能力や社会性の育成が必

要である。 

・部活動においては、種目が限られた中でも、生徒の

満足感を得られる活動内容が必要である。  

・端末の操作に関しては、生徒の経験に差があるので、

手際よく使えるようにしていくことが大切である。 

生徒支援 〇 豊かな人間性やコミュニケーション能力の育成  

・生徒が企画運営する他学年と関わる機会を定期的に設け、全

校生徒の交流が活発化するように支援している。 

・複数担任制を導入することにより、生徒一人一人についてき

め細かな対応ができるようにしている。  

◯ 年に複数回生徒面談を取り入れ、生徒が自己肯定感を感じら

れるよう声かけを行うと同時に生徒指導上の諸問題の早期発見

・異なる文化を背景にもつ生徒たちが集まっている

中、寛容の態度をもち、好ましい人間関係を構築し

ていくことが大きな課題である。言動や行動を注視

し、内面的な手立てが必要な生徒に、各部署と連携

して 指導・支援していく必要がある。  

・特別な配慮を要する生徒への合理的な配慮等、全職

員で共通理解のもと統一した指導の徹底を図る必
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を促すことで、多感な発達段階を支援している。 要がある。 

開かれた学校 ◯学校ホームページの定期的な更新による情報発信をおこなう。 

◯各種役員会や学校評価アンケートを活用し、家庭・地域との連

携を図る。 

・ホームページの更新体制を整え、更新頻度を上げる

とともに、家庭・地域からの意見を効果的に聴くこ

とができる広聴活動の工夫が必要である。 

働き方改革 ◯令和７年度時間外在校時間の職員月平均の値は、減少してきて

はいるが、45 時間に迫る月があった職員もいる。各種行事を見

直し、より効率的かつ負担の少ない日程・時程の設定、および

精選が望まれる。また、職員個々の働き方についての意識にば

らつきがあるのが現状である。 

・行事の精選および適切な運営、および職員が協同し

て業務に取り組む体制を構築することで、校務の負

担を軽減し、在校時間減少を図る。さらに、職員の

「ワークライフバランス」への意識を向上させ、働

き方の意識改革を図る必要がある。 

 

４ 中期的目標 

○ 確かな学力を身につけさせ、主体的・対話的で深い学びの実現につなげるために教科指導をさらに充実させる。 

○ ６年間を見通したキャリア教育により、自己の生き方や在り方に対する考えを深め、生徒の多様な希望に応える指導体制を充実させる。 

○ 探究的な活動や体験的な活動に重点をおいた教育を展開し、様々な課題に向き合い、挑戦する力を育む。 

○ 学校行事や部活動・特別活動をとおして、主体性や豊かな人間性を育み、社会に貢献できる人材、グローバル社会で活躍できる人材を育成してい

く。 

○ 広報活動を充実させるとともに、家庭・地域社会との連携を図り、保護者・地域社会の期待に応える学校づくりを進める。 

○ 働き方改革を推進し、教職員のタイムマネジメント力が向上することで、一人一人が活力にあふれ、充実した教育活動が実践できるようにする。 

 

５ 本年度の重点目標 

重点項目 重点目標 

 基礎学力・授業の質の向上 ・｢単元テスト｣の特性を活かすとともに、メリハリのある考査日程を計画することで、学習習

慣の確立、基礎学力の定着を図る。 
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・知識の習得をもとに、各教科および総合的な学習の時間で「自ら課題を発見し、解決する力」

の向上を図る。 

・授業力向上のため、教員間の相互授業参観と校内授業研究を推進し、職員の指導力及び授業

の質の向上につなげる。 

・指導力向上のため、職員が教材研究や自己研鑽に努める。 

 個に対応した指導の充実 ・生徒の学習状況を適切に見極め、少人数学習やティームティーチングを活用するなど指導方

法・指導内容を工夫する。 

・特別な支援を必要とする生徒の指導に対応する研修会を実施し、組織的対応を図る。 

・ＩＣＴの適切な活用により、個別最適な学びを推進する。 

 進路意識・進路実績の向上 ・中高一貫教育を基盤として、職員が指導力を高め、生徒の進路意識高揚や希望進路実現につ

なげる。 

・各学年の進路行事の意義を十分に指導し、自己の在り方や生き方について考えさせる。 

・生徒との個別面談を充実させ、進路目標を明確化させると共に、悩みや不安に寄り添う時間

とする。 

・進路に関する講演などで収集した正確な情報を進路指導に活用する。 

・大学進学を踏まえ、基礎学力の定着を図りつつ、成績上位層への指導を工夫する。 

 特別活動・部活動の一層の活性化 ・学校行事への主体的な参加を促し、学級活動や委員会の活動にも主体的に取り組み、社会に

貢献できる人材、グローバル社会で活躍できる人材を育成する。  

・部ごとの活動目標を明確にし、目標に沿った生徒の主体的な活動を支援する。  

・キャリアパスポートを効果的に活用するために、生徒自身の足跡をきちんと残せるように指

導する。 

マナーや規範意識の向上 ・異学年交流をとおして、生徒の自己有用感を高めることにより、規範意識の向上を図る。  

・スマートフォンや SNS 等の使い方に対して、事前指導や家族とのルールを共有し、トラブル
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の未然防止、家庭との連携に努める。 

学校評価の推進 ・自己評価、外部評価の内容を工夫し、適切な評価方法・評価対象等を検討する。 

・各種委員会や学校評価アンケートをとおして家庭・地域社会の本校への要望や期待を把握す

る。 

・学校ホームページを定期的に更新し、保護者目線を基盤にして、学校活動を活性化させる。 

働き方改革 ・時間外在校時間の職員月平均を 35 時間以内にする。 

・「働きがいを感じている」と答える職員 100％を目指す。 

・学校行事や教育活動の見直しを図り、目的と目標を明らかにした効果的で効率的な教育活動

を実践する。 

・業務を共有し、協同して取り組むことで休暇を取りやすい体制を構築する。 

・日常的なコミュニケーションを大切にし、同僚性の向上と風通しのよい職場づくりをめざし、

協働して業務に取り組める体制を整える。 

授業改善 ・相互授業参観を活性化させ、職員同士が授業の改善点について日常的に話し合い、授業改善

を推進する。 

・生徒による授業評価における「授業満足度（思考力・判断力・表現力等の向上」、「興味・関

心をもって、主体的に学習に取り組むことができた」の質問項目で、肯定的評価 80％以上を

目指す。 

 


